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概要： 

豪雪地帯にある A県 A町を対象とし、ネットワーク型施設整備として「道路除雪効率化」、拠

点型施設整備として「拠点型公共施設の再編」を取り上げ、前者は路線の整備優先度の数量的

検討を、後者は施設再編の配置と合築の模型による検討を行った後に、拠点型施設種と配置の

変化により住民の移動コスト、道路整備コストの減少度を確認し、効率的な施設再編と整備路

線抽出の方策を探った。 
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１．研究背景と目的 

公共施設更新問題についての認識が進み、自治体

における取り組みが進められている。大学等研究機

関においても研究が進められているが、これまで数

多く取り組まれてきた拠点型施設（例：学校、図書

館、体育館等）の維持管理効率化に加え、ネットワ

ーク型施設（道路等インフラ）の維持管理をいかな

る優先順位で行うべきかについてもモデル的に解く

必要が大きい。 

当研究ではネットワーク型施設の優先順位選択と

拠点型施設再編の組み合わせを併せて客観的データ

に基づき検討することで、双方の維持管理の効率化

を図ると同時に住民のサービス享受も尊重する解を

探ることを目指す。 

２．ネットワーク型施設の検討 

ネットワーク型施設の検討においては、地理情報

システム、ＯＲ等の数値解析を用いる。

具体的には、ネットワーク最短ルート検索、ＡＨ

Ｐによる施設重要度推計を用いた「路線重要度」算

出を行うほか、最小木問題を応用することにより除

雪コスト最小となるルートを求める。 

(1)道路ネットワークの作成

除雪路線選択について町内道路網をネットワーク

として分析する（図１）。本研究では、作成したネ

ットワークを道路ネットワーク、リンクを道路リン

ク、コストを除雪コスト、交差点を示すノードを交

差点ノードと呼ぶ。なお、問題を簡単にするため

道路ネットワークでは施設と住宅は最も近い交差点

上にあるとみなした。

図 1  道路ネットワーク 

a) 住民にとって必要な施設の抽出

町内の施設のうち、住民の日常的に利用する、も

しくは非常時に利用するという観点から、小学校３

か所、中学校１か所、商業施設２か所、役場１か所、

消防署２か所、避難所３か所を住民にとって必要な

施設とした。 
b) ノードの設定

ノード数を減らし分析時の計算量を抑えるため、

施設を示すノード（以下、施設ノード）は、敷地正

面入口から最も近い交差点に設定し、該当の施設が

あるとみなした。住宅を示すノード（以下、住宅ノ

ード）は、住宅の重心から、道路に垂線を下し、道
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路との交点から最も近い交差点に設定し、該当の住

宅のノードとした。除雪車が出発する除雪センター

を示すノード（以下、除雪センターノード）も、施

設の場合と同様にして設定した。道路ネットワーク

には、施設ノード、住宅ノード、除雪センターノー

ド、交差点ノード、その他ノードが含まれる。 
c) 除雪コストの算出方法

本研究では、除雪コストは、除雪車の走行距離と

定義した。町が除雪費を負担するかどうかという視

点から、町管轄の町道と、それ以外の道路で分けて

考えた。町道の場合、各道路の除雪コストは、除雪

車の走行距離、つまり、道路延長と除雪回数の積と

した。除雪回数は除雪車の幅 3.6m を基準に道路の

幅員により決定し、幅員 3.0m 未満の道路は道路ネ

ットワークに含めなかった。町道以外は、町が除雪

費を負担しないと考え、除雪コストを０とした。 

(2)除雪コストに着目した分析

作成した道路ネットワークを基に、住民に必要な

施設とすべての住宅を結ぶという必要条件を設定し、

総除雪コストの最小値とそのときの除雪路線を導き

出した。 

まず、比較的容易に分析ができる最小全域木問題

を適用し分析を行った。その後、最小全域木問題の

応用であるシュタイナー木問題に発展させて分析を

行った。 
a) 最小全域木問題とシュタイナー木問題の定義

最小全域木問題とは、すべてのノードをリンクで

結び、かつ閉路がないという条件の下で、総コスト

が最小になるようなリンクを選択する問題であり、

選択されたリンクの集合を最小全域木と呼ぶ

［Motwani ら 1）］。 

シュタイナー木問題とは、決められたノードのみ

を結び、それ以外のノードは結んでも結ばなくても

よい、かつ閉路がないという条件の下で、総コスト

が最小になるようなリンクを選択する問題であり、

選択されたリンクの集合を最小シュタイナー木と呼

ぶ［Prömel ら 2）］。 
b) ２つの問題を適用させたときの違い

両問題ともに、総除雪コスト最小の道路リンクを

導き出す点では同じである。しかし、最小全域木問

題ではすべてのノードを木に含むが、シュタイナー

木問題は、施設ノード、住宅ノード、除雪センター

ノードのみを木に含めればよいため、最小全域木問

題の適用時よりも、総除雪コストを下げることがで

きる（図２）。

図 2  最小全域木と 最小シュタイナー木 

c) 最小全域木問題の適用

道路ネットワークに Kruskal3）が提案する方法を

用いて最小全域木を導き、閉路ができないように最

小全域木から除かれた国道、県道と、最小全域木を

重ね合わせ、最小全域木を用いた除雪路線とした。 

また、除雪車の走行距離[km]と除雪単価

4066.1[円/km]の積より、出動 1回あたりの除雪費

を推定した。 

隣り合う交差点に行くときでも、大きく遠回りを

しなければならない場合があるが、出動 1回あたり

の推定除雪費は現在の除雪路線と比べ 68.5%に減ら

すことができた（表１、図 3）。 
d) シュタイナー木問題の適用

道路ネットワークに Kou4）ら が提案する方法を用

いて近似的な最小シュタイナー木を導き、閉路がで

きないように除かれた国道、県道と、最小シュタイ

ナー木を重ね合わせ除雪車の走行距離が最短の除雪

路線とした。

最小全域木を用いた除雪路線と同様に、遠回りが

必要な場合があるが、出動 1回あたりの推定除雪費

は、町内の全道路と比べ 38.9%に減らすことができ

た（表１、図 3）。 

e) 除雪コストと住民の移動の快適性を考慮した除

雪路線

住民の移動の快適性を考慮し、除雪路線に全ての

一級町道含む設定をした。国道、県道、一級町道の

除雪コストを０として、最小シュタイナー木を導き、

国道、県道、一級町道を重ね合わせた。これにより、

除雪車の走行距離と住民の移動の快適性を考慮した

除雪路線となった。 

一級町道以外の道路延長を減らすことにより、出

動 1回あたりの推定除雪費は、現在の除雪路線と比

べると 60.6%に抑えつつ、すべての一級町道を除雪

路線に含めることができる。また、最短除雪路線に

比べ、遠回りをする距離を減らすことができる（表

１、図 3）。 
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表 1  除雪路線による走行距離とコスト 

図 3  道路種別の道路延長

(3)住民の移動コストに着目した分析

a) 総合道路重要度の分析手順

全世帯が最小コストで必要施設にアクセスすると

想定した利用状況をもとに道路の重要度を考える。

ネットワーク分析により世帯ノードからある施設ノ

ードへの合計所要時間が最短となる経路を算出し、

それぞれの道路リンクを通る世帯数をその道路リン

クの施設種別道路重要度と考える。ここで得られた

重要度をすべて重ね合わせることで町内の各道路の

総合重要度が求められる。重ね合わせの際には各施

設種へのアクセスの重要度（以下「施設重要度」）

が異なることから、これらを重みとして乗じる必要

がある。この施設重要度の算出には、意思決定の定

量化手法である階層分析法（AHP）を応用する。

b) 目的施設の設定

施設種は再検討し、２(1) a)で設定した施設に加

え新たに総合病院を追加した。小学校３校、中学校

１校、避難所３施設、消防分署２施設、商業施設２

施設、役場、鉄道駅、総合病院それぞれ１施設の合

計７種、１４施設を対象にした。ただし AHP ヒアリ

ング調査では病院施設は２施設としている。

c) 住民代表への AHP 調査

施設重要度の推計にあたり、周らによって 2016

年に実施された AHP ヒアリング調査の結果を用いる。 

調査では日常時と緊急時のアクセス重要度を評価

基準、前述の施設種７種を代替案とし、それぞれに

ついて一対比較により重要度を評価した。30 名す

べての評価結果について AHP によりそれぞれ重要度

を算出し、幾何平均により地区別及び町内施設重要

度を導き出した。 

d) 地区別・全町域の施設重要度

３地区の重要度を算出した結果は、表３、図４に

示す通りである。地区ごとの回答結果の差異がない

かを調べるため、全種目施設において地区ごとの一

元配置分散分析を行なった。５％水準で有意差なし

との結果により、地区ごとの回答に差はないと判断

し、全町域の平均を施設重要度とする（表４）。 

表 3 地区別施設重要度 
地域 小中学校商業施設 避難所 役場 鉄道駅 消防分署 病院 合計

A 地区 0.158 0.514 0.133 0.099 0.038 0.104 0.314 1.000

B 地区 0.240 0.156 0.134 0.077 0.048 0.108 0.236 1.000

C 地区 0.205 0.176 0.118 0.082 0.047 0.101 0.271 1.000

表 4 全町域の施設重要度 
施設種 小中学校商業施設 避難所 役場 鉄道駅 消防分署 病院 合計

重要度 0.201 0.158 0.130 0.086 0.045 0.106 0.274 1.000

図 4 全町域及び地区別施設重要度 

e) 施設重要度の扱い

各道路重要度に、算出した施設重要度を乗算して

重みづけをする。この際、小中学校、商業施設に関

しては、小学校、中学校、商業施設 a、商業施設 b、

それぞれにおいて道路重要度が算出されており、重

複を避けるため施設重要度を 1/2 に調整し、病院に

関してはヒアリング時にあげられた複数の病院中か

ら、日常でより利用頻度が多く、また緊急時を想定

し町内からの距離が近い病院を設定した。鉄道駅に

近接しており道路重要度が同一であるとみなせるた

め、鉄道駅の道路重要度を使用する。 

f) 重ね合わせの計算

あるリンク Jの総合道路重要度 ௝ܴは、目的施設の

道路重要度をܴ௜௝とし、目的施設の施設重要度を ௜ܹ

とおき、 ௝ܴ ൌ ∑ ܴ௜௝ ൈ ௜ܹ
௝
௜ と表す。例えば、施設１の

施設重要度Ｗ1を 0.2、施設２の施設重要度Ｗ2を

0.8 とすると、 ௝ܴ ൌ 0.2ܴଵ௝ ൅ 0.8ܴଶであり各施設の

重み付けがなされた総合道路重要度が求まる。（図

５） 

除雪路線 

出動 1回あたりの 

除雪車の走行距離

(km) 

出動 1回あたりの

除雪車費(万円) 

現在の除雪路線 986.7 393.9 

最小全域木を用いた除雪路線 663.2 269.7 

除雪車の走行距離が最小の除

雪路線(最小シュタイナー木を

用いた除雪路線) 

376.6 153.1 

除雪車の走行距離と住民の移

動の快適性を考慮した除雪路

線 

587.4 238.9 
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図 5 総合重要度の算出例 

g) 総合道路重要度

本研究では、ネットワーク分析により算出された

施設種別道路重要度に、階層分析法による施設重要

度の重みを加味して総合道路重要度を算出した。こ

れは、施設のアクセス重要度における住民の意識の

を踏まえているということである。 

各施設分類における道路重要度を施設重要度の割

合で重ね合わせ総合道路重要度を算出した。総合道

路重要度の結果が図 6である。 

図 6 総合道路重要度 

３．拠点型施設の検討 

拠点型施設の検討においては、現地調査、施設現

況調査、更新費用推計などの事例調査・分析を丁寧

に行うことにより施設再編の配置・合築方策を検討

する。 

具体的には町内の A地区、C地区、B地区の３カ

所について、公共施設の配置状況を確認し、それぞ

れ施設別の管理状況を分析した上で、再編のシナリ

オと具体的手法を検討した。

(1)A 県 A 町の公共施設の現状

a)公共施設配置状況

A地区、B地区では公共施設が３カ所に分散して

配置されており、C地区では 1カ所に集約して配置

されていることを確認した。したがって A町では公

共施設の集約する地域は７カ所になる。

図 7 3 地区の状況 

(2) A・C 地区における再編計画

a)再編の方向性

A地区、C地区は商業、医療等の生活サービス機

能を B地区や他地域に依存している。そこで、それ

ぞれの地区で小学校を核として周辺の公共施設を複

合化すると共に、生活サービス機能を併設し利便性

を高めるような施設集約を行う事とする。A地区で

は校舎建物が老朽化しているため建て替えを行い、

集約される既存機能を担保する事とする。一方で C

地区では学校の躯体が健全である事から、余剰教室

の転用・特別教室の一般開放を図り、地域施設機能

を複合化し、施設集約を行う事とする。 

b)再編の具体的手法

それぞれの地区内の公共施設を、機能や役割が重

複しているものや老朽化した建物を集約予定施設と

し、それ以外を維持施設に分類した。集約予定施設

が耐用年数を超えてしまう時期を目安として、必要

な機能の移転等を図りつつ整理を進める事とした。

各地区において、建て替え、機能移転のタイミング

をフローチャート化した。 
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c)地区計画

【A地区】

町役場の向かい側にある野球場に小学校を移転す

る。公共施設を近接化させ一体的な利用を促す。ま

た現在、町役場のアプローチのみに使用されている

南側道路の除雪を見直し、町役場の北側を、役場を

含めた公共施設群のメインアプローチとする事によ

り除雪コストの削減につなげていく地区計画とする。 

図 8 地区計画（A 地区） 

【C地区】 

点列状に存在する維持施設に対して一体的な利用

が出来るように、歩廊で各施設をつなぎ、都市軸を

形成する。駐車場を南行政センター跡地に集約し、

除雪コストを削減する。また、公民館と小学校の中

間にこども園をコンパクトに建て替え、都市軸に接

続することとした。また小学校の空き教室に医療/

福祉機能、行政機能、集会機能を順次複合化してい

く事とした。 

図 9 地区計画（C 地区） 

(3) B 地区における再編計画

a) 再編の方向性

B地区は町の中心地区であり、旧街道沿いの商店

街を軸に商業、医療等の生活サービス機能や公共施

設が点在している。また、地域内の公共施設は、他

地区と比べ、老朽化度の低い建物が多く、大幅な施

設集約化が難しい。 

そのため、町の財政負担軽減と高齢化により需要

が高まる福祉サービスの拡充を目指し、民間事業者

と連携しつつ、高齢者が医療、福祉、商業といった

生活サービスを身近に受けられるような再編計画を

行う。特に、近年は日本版 CCRC(Continuing Care 

Retirement Community)として、地方で高齢者向け

コミュニティを建設する動きが注目される。高齢者

を積極的に受け入れることでの町の活性化を目指す。

 表 5  A・C 地区における再編計画
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b) 再編の具体的手法

B地区は街道沿いに発展した町であり、街道沿い

に商店がならぶ。商店街を軸に公共施設への福祉機

能の集約化、民間事業者による空き家を活用した高

齢者住宅の整備やサービス付き高齢者住宅の誘致に

より、高齢者のためのまちづくりを目指す。そこで、

高齢者向けのサービスの提供に公共施設の余剰床を

活用することで、設備投資を抑えることとする。既

存施設を積極的に活用することで、既存コミュニテ

ィとの融合をはかっていくこととする。あわせて、

地域内に点在する民間の生活利便施設(商店、クリ

ニック、銀行など)を、街道沿いに誘導していくこ

とにより、住民にとっての利便性の向上、除雪区間

の削減に結びつけていく

c) 再編計画

街道沿いに発展してきた町の歴史を継承し、点的

にではなく、リニアに都市機能を集約していくこと

とする。そこで、商店街の中央にある、旧庁舎であ

る行政センターに保健センター、デイサービス、医

療機関、介護施設を集約する。それに付随し、空き

家等を利用した高齢者向け住宅の誘致を行うことに

より、医療、商業といった生活サービス機能と近接

して生活できるような地区計画を行う。また、近傍

のバイパス沿いに大規模ショッピングセンターがあ

ることから、ショッピングセンターと街道とを結ぶ

位置に、民間の CCRC を誘致する。ショッピングセ

ンターと商店街をつなぐ道は新たな街道と位置づけ

られ、除雪重点区間となる。CCRC においては、圏

外からの移住者のためのサービス付き高齢者向け住

宅を誘致し、介護施設は前述の街道沿いの施設を利

用することとする。また、小学校と子供館の近傍に

位置することから、多世代交流へとつなげていく。

図 10 地区計画（B 地区） 

(4)拠点型施設とネットワーク型施設の協調的

再編
ネットワーク施設の検討において施設ノードに設

定している施設は小学校、除雪センター、町役場だ

けであるので、拠点型施設で策定した施設集約の効

果は計算できない。しかしながらネットワーク型施

設で算出した道路重要度と、拠点型施設で策定した

地区計画を重ね合わせることにより、移動コスト、

除雪コストが減少していくことが予想できる。 

A 地区に着目すると、施設集約により、現在町役場

のアプローチのみに使用されている南側の除雪を見

直し、町役場の北側を、役場を含めた公共施設群の

メインアプローチとする事により除雪コストの削減

につなげていく地区計画とした。また、総合道路重

要度を見ると、役場の北側、南側の道路はどちらも

比較的重要度が高い事から除雪コストの削減につな

がる事が分かる。公共施設の駐車場を除雪対象であ

るため、集約により除雪負担を減らす事が可能であ

る。

図 11 協調的再編の試案 

４．まとめ 

本研究では、公共施設再編の必要性に鑑み、ネッ

トワーク型施設と拠点型施設の持続的維持管理に向

けた客観的検討を行い、協調的維持管理を探った。

それぞれに実現可能な方向性があることを確認でき

た。課題としては幾つも思い浮かぶところではある

が、ネットワーク型施設の数量的検討においてシン

プルな仮定設定をせざるを得なかった点があげられ

る。拠点型施設の検討においてはより詳細な施設機

能の空間配置検討を行うことが重要であり、二つの

結果をそのまま融合分析することの難しさが明らか

となった。分析や検討には様々な工夫が必要となる

と考えられるが、今後もこのテーマに引き続き取り

組んでいきたい。
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